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パーソナルアシスタンスについて

リソースセンターいなっふ　　岡部 耕典

■「パーソナルアシスタンス」とは…

いわゆるホームヘルプサービスなどのケアワーク(care work)のオルタナティブとして、１９７０年代以降の自立生活運動を中心とする障害当事者運動のなかで求められ、北米・北欧・日本を中心に盛んとなっているPAS（Personal Assistance Service）、アテンダントサービス(Attendant Service)などと呼ばれるシステムをさす
。

パーソナルアシスタンスにおいてケアワークの介護者（carer, care worker）に相当するのは、アシスタント(assistant)あるいはアテンダント(attendant)と呼ばれる家族介護者でも無償のボランティアでもない有償の介護者であるが、それは、ただ有償なだけではなく、多くの場合、①利用者による介護者の募集②利用者と介護者の雇用契約③利用者の指示に従った介護④公費による介助費用の提供といったことを前提としている。このようなパーソナルアシスタンスが制度化されたものとしては、米国カリフォルニア州のIHSS(In-Home Supportive Services)などがよく知られおり、また、パーソナルアシスタンスのための媒介機構としては、スウェーデンのSTIL（ストックホルム自立生活共同組合）や、わが国の自立生活センターなどが良く知られている
。

このようなアシスタント／アテンダントは、日本ではホームヘルパーと通称される専門職のケアラー（Carer）が、「利用者と、公的機関あるいは委託された機関との何らかの関係のもとで派遣される、一定のトレーニング等による資格を有する、利用者を介助する人」であるのに対し、「自立生活センターや各種の情報センター等を通じて、利用者が公的な手当等を使って、個人として契約する介助者」北野(1993a,p.64)であり、その提供する援助は、①家族介護に代表的される「インフォーマル・ケア(informal care)」から「フォーマルケア(formal care:社会化されたケア)」へ、及び、②施設介護に代表される「ケアラーセンタード・ケア(carer-centered care：提供者側主体のケア)から「コンシュマーセンタード・ケア（consumer-centered care:利用者側主体のケア）」へ、というふたつの志向性が合成された延長線上にある。

そして、パーソナルアシスタンスの基本的な考え方においては、そのようなフォーマルケアを可能とするのはサービスの直接提供のかわりにそれを購入するための公的な給付を受けることであり、コンシュマーセンタード・ケアを担保するのは、利用者がサービス提供者を直接雇用することである
。

つまり、「ケアの受け手（care taker）がケアの提供者(care giver)に対してサービス費用を直接支払うことを前提として、そのための公的給付をケアの受け手に直接支給する」というダイレクトペイメント(direct payments)が、パーソナルアシスタンスと表裏一体のものとしてあり、その制度的な担保となっている
。

このように、パーソナルアシスタンスとダイレクトペイメントは密接な関係にあり、また、パーソナルアシスタンス／ダイレクトペイメントは、専門的な福祉の業界で考案されたものではなく、サービス利用者／障害当事者を中心とする運動により求められ構想されてきたものであり
、またその制度化も、国制度として最初から構想されたものというよりは、利用者との交渉のもとに自治体単位に積み上げられてきた制度に対して、なんらかの国庫負担をうけるというかたちをとるものが多い
。

パーソナルアシスタンス／ダイレクトペイメントの概念図








■コミュニティケアとダイレクトペイメント／パーソナルアシスタンス

「受給資格者に対し、もっと柔軟に(flexible)福祉サービスを提供できるようにすること」を目的とし、「福祉サービスの必要性があると認定された者に対し、現物支給のかわりに現金支給をおこなう制度」であり、「現物支給のかわりに現金支給をおこなうことが、利用者が自らの人生に対する選択とコントロールを増大させ、自らの介護がどのようにおこなわれるべきかの自己決定を可能にする」という理由から、国から自治体に対して強く推奨されている
。その申請権は、１６歳以上の全ての障害者及び１６歳未満の障害児の親権者及び介護サービスに従事する介護者にあり
、そして、有資格となるコミュニティケアの利用者は、そのサービスを直接受けることもできれば、ダイレクトペイメントで自らサービスを購入すること、あるいは、その両者の併用も可能とされている。

英国のダイレクトペイメントとコミュニティケア改革の流れ

 








■日本のパーソナルアシスタンスとホームヘルプサービス

わが国におけるパーソナルアシスタンスの発展は、１９７０年代から盛んとなってきた各地の全身性障害者を中心とした介助の有償化及びその介助費用の公的保障を求める介護保障運動と大きく関係している。それは、自治体と交渉して介護給付を支給させたり
、生活保護のなかに介護のための加算給付を組み入れる
ことなどを実現することなどによって徐々に進み、更に９０年代にはいってからは、障害当事者自身が中心となって介助提供と利用支援をおこなうしくみである自立生活センターが積極的に全国展開されていくことで、その拡がりも加速されていったものである
。

これに対して、ホームヘルプサービスとは、１９５６年から長野県上田市、諏訪市などで実施された高齢者を中心とする「家庭養護婦派遣事業」に端を発し、それがその後、１９６３年制定の老人福祉法において「老人家庭奉仕員派遣事業」という国制度として法制化され、さらに、１９６７年には身体障害者の制度、１９７０年には心身障害児の制度というように、障害の分野も対象となるように対象も拡大されていき、１９９０年のいわゆる福祉八法の改正の際に、その名称が「家庭奉仕員」から「ホームヘルパー」へと変更され、その名称とともに定着したものである。

このように、元来は、高齢者の家族介護の補完という政策的取り組みから生まれたホームヘルプサービスと、自立生活を志向する障害者が自選介護人を雇用するための公的給付を求めた介護保障運動に端を発するパーソナルアシスタンスは、全く異なる出自をもち、特に、制度に対してだれがイニシアティブをとるのか、という意味では、１８０度異なる志向性をもっている。


■ケアラーセンタード・ケアとしての地域ケア

「施設の定義」Ratzka（1991,翻訳1991,p.116）
・他に選択肢がない

・誰がどんな任務をもって私たちを介助しようとしているのか、私たちには選べない。

・利用者は自らのニーズを、全体の計画のニーズにあわせなくてはならない。

・アシスタンスを規制する成文・不成文の規則があり、利用者が管理できない規則となっている。

・アシスタンスが一定の時間、活動、場所に限られている

――すなわち、ある特定の住宅に住まなくてはならず、どこにでも住めるというのではない

・アシスタンスを提供している職員を、数人の利用者が共有している。

・階層があり、利用者はピラミッドの底辺に位置している。

Ratzkaによれば、この定義に当てはまるものは、――ほとんどのホームヘルプサービスがそうだというのだが――たとえそれが地域ケアであり、パーソナルサービスであっても、「『動く』施設」というカテゴリーに属す、ということになる（ibd.p.116）。

■自立支援と自律支援

　一般的にパーソナルアシスタンス／ダイレクトペイメントの利用の前提として求められる３つの機能要件の確認がある。

まず、そのひとつは、「ケア管理能力」である。つまり、パーソナルアシスタンスにおいては、「専門家のおしきせではない、自らの自発的な意志決定による様々な工夫を通しての日常生活動作や活動の範囲を自力で広げてゆく、いわゆる『自己開発型ADL自立』」を前提とするので、その利用者には、「アテンダントを募集し、雇用し、訓練し、監督し、必要とあらば解雇する」能力及び「ケアのありかたをサービス提供者ではなく障害者が管理する」能力をもたねばならないとされている（定藤1999a,p.49）。

そして、もうひとつは、「金銭管理能力」である。ダイレクトペイメントの授受もアシスタントへの給付の支払いも、全て経済行為であり、そこには銀行口座の開設や口座からの払い出し・振込・現金・領収書等の管理がともなう。また、公的給付をうける以上、その結果については、領収書等のドキュメントを添えた報告書も求められるのが通例となる。

これらは、ケアやケアにともなう金銭管理のかなりの部分が事業者側で「代行」されている施設ケアやホームヘルプサービスのようなケアラーセンタード・ケアとは異なり、「自律」を前提とするコンシュマーセンタード・ケアのありかたの根幹に関わる部分として、現実的に利用者の側が担わなければならない機能であると同時に、多くの場合、制度の利用にあたって政策側が要求する制度利用資格(eligibility)であり、さらに、給付量について自己査定をする場合は、これらに加えた三番目として、「自己査定能力」までもが求められることになる。

このようなケア管理・金銭管理・自己査定を、厳密に「個別の利用者が備えていなければならない能力」として求めるならば、認知的な活動に制約をうける者を中心として、かなりの割合の障害者においては、パーソナルアシスタンス／ダイレクトペイメントは選択不能とされてしまう可能性が高い。しかし、これらの能力をあくまで「個別の利用者が支援を受けながら実現すればよい能力」としてとらえるならば、この問題は、動作的ADLに対する「支援をうけた自立」がありえるのと同様に、認知的ADLに対する「支援をうけた自立（自律）」およびそのための支援を考えることで解決しうる問題ともいえる。

これをもう少し具体的にいえば、動作的ADLの機能の補完をケアラーが果たし、買物での現金の受け渡しや銀行での機械の操作をその指示に従っておこなうことが「支援をうけた自立」であり、そのための支援を、「自立支援」と考えるならば、同様に、認知的ADLにおいて、利用者の意向を汲み取ってケアラーを監督し必要な指示をだすこと、また、金の使い方の相談やその自己管理も含めた支援をおこなうこと、あるいは、利用者の夢や希望を給付や支援に置き換えて可能な限り客観化し説得することなどは、ケアの管理・金銭管理・自己査定に対する「支援をうけた自律」であり、「自律支援」と考えてもよいのではないだろうか、ということである。

このような自立支援と自律支援は、これまでの居宅介護の便宜の内容との対比のもとに、以下のように整理することができる。

表　居宅介護との対比を踏まえた自立支援と自律支援の便宜の内容　※
	
	類　　型
	便宜の内容

	居宅介護
	身体介護
	入浴、排泄、食事、着替え、服薬、洗顔、歯磨き、髭剃り、爪切り等

	
	家事援助
	調理、食事準備、後かたづけ、買物、掃除、洗濯、布団干し、ごみ捨、整理整頓等

	
	移動介護
	移動時の行動援護・身体介護

	自律

／自立
生活支援
	自立支援
	・上記の便宜の内容に加えて下記を含み、かつそれが統一的に提供されるもの

・見守り（上記内容を本人が実行するための声かけ、自傷・他害防止含む）

・コミュニケーション支援

・移動支援（公共機関、通院、余暇活動、買物、会議への参加等）

・金銭利用支援（お金を下ろす手伝い、買物の際のお金に関するサポート）

・話相手

・人間関係の調整

・緊急時の対応（体調不良時の病院への付添、事故、近所とのトラブル等）

	
	自律支援
	・行政手続の援助

・金銭管理の支援（銀行口座の開設、家賃・光熱費の引落、お金の下ろしかたや使い方の相談）

・健康管理の支援（病院を選ぶ相談、病院への同行、病気の内容や薬に関する説明、薬の管理等）

・１週間、１ヶ月、１年という単位での生活のプラン作りの支援

・社会資源のコーディネート（ヘルパーを入れる時間の相談、事業所との調整、日中活動の場を一緒に探すこと等）

・就労の支援（求人広告を一緒に見てできそうなことを一緒に探す、面接への同行、ジョブコーチ等）

・悩み事や日常生活で困った場合（例えばエアコンの操作がうまくできない等）への電話での対応


※知的障害者が地域で生活する場合に必要な介護や生活支援について」平成１５年３月３日　障害者（児）の地域生活のあり方検討委員会 知的障害者・児に関する支援の在り方作業班（第２回）ピープルファースト東京提出資料　をさらに修正して作成。

■パーソナルアシスタンス／知的移動介護／行動援護

・パーソナルアシスタンスと行動援護はもちろん異質である。

・しかしそれは、知的移動介護との同質性を必ずしも意味しない。

	
	パーソナルアシスタンス
	知的移動介護

	援助モデル
	社会モデル（アシスタント／雇われた素人）
	生活モデル（ヘルパー／援助の専門家）

	運営主体
	当事者（がイニシアティブをもつ）団体
	ボランティア団体／福祉施設の１部門

	範　　囲
	区分のない全生活の支援
	生活の部分介助（移動・外出）

	主　　体
	利用者本人
	本人／保護者／ヘルパー

	教　　育
	利用者個人／当事者研修
	本人／研修／（福祉）

	価　　値
	利用者の自律／利用者との共生
	利用者の自立／利用者への援助


・このような把握では、知的移動介護は、パーソナルアシスタンスよりもむしろ行動援護に近いともいえる。

・パーソナルアシスタンスの立場から移動介護に求めることは、市町村生活支援事業化でも、行動援護化でもないが、今までの移動介護でもない。

・それは一言でいえば、「重度から軽度までの知的障害者への日常生活支援の適用（長時間かつ便宜の内容が緩やかな類型の適用）」をおこなうこと、である。

・逆に、知的／発達障害の立場から、パーソナルアシスタンスへ求めることは…？　＝自律／自立生活支援

　「ケア管理能力」・「金銭管理能力」・「自己査定能力」を「意思能力の乏しい者」において、（ハコ抜きで／「動く」施設ではなく）いかに集合的に担保していくことができるかという方法論と実践（＋運動論と組織論）



cf.自己決定運動( Self-Determination Movement)

自律／自立生活支援





コンシュマーセンタード・ケア





・権利本位


・素人主権





パーソナルアシスタンス


／ダイレクトペイメント





フォーマル・ケア





インフォーマル・ケア





利用制度化／給付制度化





・義務本位


・専門家主権





コミュニティケア改革


（社会福祉基礎構造改革？）





ケアラーセンタード・ケア





1970 付添手当(Attendant Allowance)


1976 移動手当(Mobility Allowance)








1988 自立生活基金


(Independent Living Fund :ILF)





1990「国民保健サービスおよびコミュニティケア法(National Health Services and Community Care Act 1990)」





1990「自立生活（延長）基金」（継続利用者）


1993「自立生活（１９９３）基金」（新規受給者）








1996コミュニティケア（ダイレクトペイメント）法(Community Care(Direct Payments) Act 1996)





医療／福祉サービスの擬似市場化(quasi-market)


※サービスの購入者は自治体（利用者ではない）


※支給決定権は、行政職のケアマネージャーがもつ


※財源は公費（税金）





1975生活保護他人介護加算特別基準適用





1992「ホームヘルプ事業運営の手引き」：市町村に対してサービスの拡充を求め、画一的なサービス時間の決定を厳しく戒める


1993東京都は、家庭奉仕員時代から慣例となっていた「週18時間枠」の撤廃を求め、田無市や東久留米市では、1日12時間まで上限が拡大。








支援費制度


居宅介護





介護保険制度


在宅介護





自立生活センターを中心に、障害当事者を主体とするヘルパー事業所による受託が活発化








＜再編成＞


・「ホームヘルパー」への名称変更


・利用時間の制限撤廃





1990市町村ホームヘルプサービス事業





1974重度脳性麻痺者等介護人派遣事業（東京）








府中療育センター闘争





青い芝の会





1963老人家庭奉仕員派遣事業





1956家庭養護婦派遣事業(長野県上田市・諏訪市)





補助金による国制度化





高齢者から身体障害者(1967)、心身障害児(1970)と対象を拡大











�自立生活運動においては、一般的なヘルパーサービスをさすcareという言葉は、「この言葉は、自分の世話をすることができない誰かの世話をするという言外の意味を持っているようにおもえる」（Ratzka1991,翻訳1991,p.113）つまり、「Careという表現には、病人が依存的・受動的に介護者から世話を受けるというニュアンスが含まれている」（北野1993a,p.55）ものとして忌避されることが多い。


� 米国の自立生活センターは、仲介はするが、介助料の受け渡しや、ヘルパーの雇用はおこなわない。STILも、雇用主は、障害当事者自身。


� アドルフ・D・ラツカ講演会「世界の介助サービスシステム」（２００４年６月２４日）


　http://www.j-il.jp/jil.files/siryou/kouennroku/ratuka.htm　(2005.8)など


� ibid.


� ヒューマンケア協会ケアマネジメント研究委員会(1998)など


� 前述の米国・カリフォルニア州のIHSSやスウェーデン・ストックフォルムのSTIL、後述のカナダ・オンタリオ州のダイレクトファンディング（Direct Funding:�EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ちょんぢょんは),鄭鐘和)�編,1999）など


� 国制度ではあるが、制度として採用する権限は最終的には郡(county)にある。


� ２０００年からは高齢者へも適用、２００１年以降、１８歳以上を１６歳以上とし、専門職の介護者からのも申請できるようになった。さらに、２００３年４月からは、イングランドの地方自体体は、全ての該当者にダイレクトペイメントを提供するように義務づけられたという。（小川満知子２００５年１０月１１日日本社会学会自由発表配布資料より）


� 代表的なものとして、１９７４年度から始まった東京都の重度脳性麻痺者等介護人派遣事業（立岩1995c,p.249）、大阪市全身性障害者介護人派遣事業及び札幌市・全身性重度障害者介護料助成事業（横須賀1993,p.123-125）など。


� １９７５年から始まった生活保護他人介護加算の特別基準の適用のことを指す。


� 以上を含めたわが国のパーソナルアシスタンスの歴史については、立岩(1995a,1995b)、鄭編(1999,pp.23-32)など。





